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⑴ 橋本博之『解説改正行政事件訴訟法』（2004 年）84∼ 85頁。他に，小林久起『行政










９月 14 日判決（民集 59 巻７号 2087 頁），さらに，外国人の母と日本人の
父との間の子どもで，出生後認知された者について日本国籍を有すること























関する一分析」法学新報 116 巻 9・10号（2010 年）１頁以下，碓井光明「公法上の当
事者訴訟の動向⑴」自治研究 85巻３号（2009年）17 頁以下，「同（2・完）」自治研究
85巻４号（2009年）３頁以下，行訴法改正以前からの裁判例にも目を向けるものとし





































東京高裁平成 21 年１月 28日判例集未登載
事案の概要

















































名古屋地判平成 21 年２月 19日判自 330号 53頁
http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20091127094513-1.pdf














































































































































































大津地判平成 17年２月７日判時 1921号 45頁




















































































































































































































⑿ 山本隆司「訴訟類型・行政行為・法関係」民商法雑誌 130巻 4・5号（2004 年）644
頁。





























⒁ 正確には，確認訴訟が適法であると判示したのは，第１審（東京地判昭和 37年 10
月 24 日民集 20巻６号 1227 頁）であり，最高裁判所はそれを受けて本案について判断










① ② ③ ④
Ⅰ 東京都中央区a××












































































































































































































































































大阪地判平成 19年８月 10 日判タ 1261号 164頁


















































































































































例 11 条 1項，同 29条 3項により 6ヶ月以下の懲役又は 50万円以下の罰金。同条例に
は，自動販売機に有害図書類を収納した場合に適用可能な行政処分の規定（撤去命令
など）はなく，上記直罰のみである。Ⅴの事例では，産業廃棄物処理施設以外で産業
廃棄物を処理した場合，廃掃法 16条の不法投棄とみなされ，同法 25 条 8 号（当時，


















わなければ，郵送販売禁止の措置命令（薬事法 72 条の 4第 1項）の他，薬







の風営法 30 条 2項により，営業廃止を命ずることもできることとされているが，命令
















































































































































号 13∼ 18 頁以下を参照。
! 処分性拡大により救済の途を開くという考え方もあろうが，確認訴訟を用いる方が
























































































































判例タイムズ 1147 号（2004 年）38 頁［市村陽典発言］）もある。
